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第３章 法化社会と社会科－社会認識の手段としての法教材 
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1 はじめに－法教育の登場 
 近年法教育が注目されている。その理由はいうまでもなく特に平成２１年度にはじまる
裁判員制度の導入のための裁判員制度の理解の国民への浸透にあったということができる。
この裁判員制度は国民の司法参加を目ざす司法改革の一環として、刑事裁判への国民の裁
判員としての参加のシステムである。それまで専門的な知識と能力が必要とされていた刑
事裁判への市民参加が可能な根拠とされたのは市民の（正義）感覚の刑事裁判への導入と
いううたい文句であった。しかしそれにしても市民は刑事裁判に実際に参加するためには、
刑事裁判の手続きについての具体的な理解と判決に必要な様々知識や原則―例えば黙秘権
や推定無罪の原則―の理解が必要になる。そのため、裁判員導入のための法教育では当初
実際の裁判の体験、とくに模擬裁判が重視されることになった。このような法教育は、裁
判員制度の導入のためには必要なものであり、それとして推進される必要があるであろう。 
 しかしここで注意する必要があるのは、裁判員制度導入のために始められた法教育の研
究が、当時注目されつつあったアメリカの法教育の紹介の動きと連動することにより拡大
したことである。例えば、関東弁護士連合会が平成１４年に出版した『法教育 ２１世紀
を生きる子どもたちのために』（現代人文社）の中では、アメリカで行われている法教育を
民主主義社会における理想的な市民の育成を目ざしたものであるとして高く評価したうえ
で、以下のように述べられている。 
 
   われわれが考える法教育の目的は、子どもたちに、自由で公正な民主主義社会
の構成 員として、自分たちの身のまわりに起きるさまざまな問題や社会の基本
的な問題について主体的に考え公正に判断することができる能力を身につけるこ
とにより、社会に対 して積極的に貢献できる、「有能で責任ある市民（アメリカ
ではこれを「理想的市民」 と呼んでいる）となってもらうことである。このこ
と自体は、日本の文部科学省が社会 科等の教育のめざしている「公民としての
資質」の育成とも重なるものである。（同書 p11-12） 
 
 このようにして、法教育の目的を、日本の社会科教育の目標とされる「民主的、平和的
な国家・社会の形成者として必要な公民的資質の育成」とパラレルに理解することによっ
て、法教育は単に法に関する教育、刑事裁判のみならず、民事裁判や行政裁判を含む裁判
制度全体の理解、さらに現在国民生活の細部にまで法規制が浸透しつつある法化社会にお
いて、それらの法にかかわり、理解し運用する能力（法的リテラシー）の開発を重視する
法教育として社会科のうちに位置づける方向を生むことになった。 
 筆者の立場は、そのような教育の必要性を否定するものではないが、その主張の背景に
ある法化社会に注目し、そこにおける社会科教育のあり方を、法教材を用いた社会認識と
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社会問題の理解のための教科と考えることにある。 
 
２ 社会科教育の目標としての問題状況解決のための知識・理解・能力の育成  
 社会科教育は何を目標とする教科であるかについては、色々議論があるところである。
しかし憲法に規定される「教育を受ける権利」との関係で考えるならば、その内容をどの
ように考えるかについては別にして、子どもが社会生活を営むうえで必要な知識・理解・
能力の育成を目標としてよいかと考える。これを社会生活において必要な「生きる力」の
育成と言い換えることも考えられる。しかし平成八年の中教審が打ち出した「生きる力」
はあまりに能力・態度の育成に比重が置かれすぎているように思われる。子どもたちが社
会生活において自らの要求を実現したり、ぶつかったりする問題を理解し、それを解決し
ていくためには、まずは問題状況の解決に必要な知識と理解をふまえてこそ、その解決に
取り組む能力を獲得できるのである。従ってやはり、社会科教育が扱う内容を具体的に規
定したほうが、社会科の授業を考えるさいにそれぞれの具体的な検討が可能になると思わ
れる。（cf. 日本公民学会編『テキストブック中学校・高等学校公民教育』第一学習社 2004
第Ⅴ章１指導内容の研究の意義と方法 参照） 
 もちろん社会生活を送る上で必要な知識といっても膨大であり、それのうちどれを選択
するかの問題がある。また社会で問題（論争）になっている事柄に限定しても、行政シス
テムの効率化（小さな政府論と規制緩和、地方分権）、社会構造の流動化や少子高齢化社会
の出現、科学技術の進歩に伴う環境問題、国際化やグローバル化に伴う開放的な共生社会
の構築の必要の出現などについては、合意は得られるにしても、それらにどのように対応
するかに関しては、人によって意見の分かれるところであり、それに応じて知識・理解の
内容に関しても異なることがある。 
 従ってそれらの問題の扱い方については慎重でなければならず、解決の仕方については
子どもたちの主体的な判断にゆだねるのが望ましく、社会科の授業のあり方としては、子
どもたちがそのような判断を下すために必要となる、その問題が生じる背景や状況、対立
する意見などの情報の収集やその整理の手助けし、子どもたちが主体的に判断するという
経験の蓄積の手助けをすることに重点を置くべきであろう。 
 このように子どもたちが問題状況とその背景、対立する意見、対応の方向を考えさせる
際に重要の役割を果たすと思われるのが法教材である。もちろんいつの時代、どの社会に
おいても法教材がそのような役割を果たしうるとはいえないかもしれない。しかし現代社
会において法教材がそのような役割を果たしうるのは、現代社会が法化社会だからである。 
 
３ 法化社会としての現代社会 
 現代社会が法化社会であるというとき、法化社会の到来を人々が様々な私人間の争いを
法に訴えて解決しようとする「訴訟社会」の出現と理解する考えがある。例えば、渡部・
二階堂は、１９７０年代に登場するアメリカの法関連教育の背景には「――消費者問題や
労働問題の増加から、権力体は政府ばかりではないとの意識が高まり、私人間での問題の
自力解決の限界が指摘され、同時に法を私人間の契約関係にも積極的に適用することが主
張された。その最初の形が消費者保護法であるが、その後もドメスティック・バイオレン
スの増加などの背景から、生活や家族にも法を適用するような働きかけが起こり、法も生
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活の細部に介入するようになった。いわゆる「法化社会」の到来である。」と説明し、その
結果、「アメリカ合衆国の法関連教育を推進する団体の多くは、こうした法化社会の進行に
対して、教育を通して人々に法の合理性を理解させ、人々が法の合理性を生かした豊かな
生活を送ることができるように支援していくことが必要であるとした問題意識を前提にし
て、「生活主義的法活用型学習」用の教材を作成することに重点を置いていると考えられ
る。」と述べている。（渡部達也・二階堂年恵「法思想の変遷と法学習論の展開に関する原
理的考察――「公民科法学習」「社会科法学習」「法関連学習」の相克―」第５７回日本社
会科教育学会自由研究研究発表資料、２００７年１０月） 
 渡部等は、この「法を私人間の積極的に適用して生活の合理化を図ろうとするパターナ
リスティックな法システムの構築に向けた新たな動き」（同上）に対して一線を画している
ようであるが、現代社会を「法が社会生活の隅々にまで浸透した」法化社会とすることは
その通りであるにしても、重要なのは、なぜそのような社会が出現したのかであり、その
理解なしには、そのような法化社会に対して子どもたちが対応するために必要な教育の具
体的な姿を見通すことができないのではなかろうか。その点で鍵となるのは法治国家と法
化社会の違いであるように思われる。 
 近代市民国家は法治国家であるといわれる。例えば近代市民国家論の理論的支柱となっ
たジョン・ロックの社会契約論でも、人々が自然法に従って生活している自然状態を脱し
て、契約を結び、社会状態に移行する理由として、自然状態においては、明文化された法
（実定法）と、その法に従って公平に判定する裁判官、その判決を執行する権力が存在し
ないことをあげている。もちろんロックの社会契約論は１７世紀名誉革命期のイギリスと
いう社会状況の制約からくる問題点を持っている。例えば自然法を神の法と考え、実定法
とその執行を、正義の法と、その実現と考える傾向にみられる問題点を指摘できる。しか
しロックの思想において重要なのは、各人は自由権と所有権を、さらには自然法の執行権
（従ってそのうちには自然法の解釈権も含まれる）を持っており、彼らが契約を結んで社
会状態に移行するのは、彼らの自由権や所有権の侵害を防ぐため、言い換えれば、自然法
の解釈（各人の正当性の主張）をめぐる紛争と対立を、実定法を制定して調停するためで
あったということである。そしてこのような法による統治に対する国民の同意を示すのが
国家の最高権としてのとしての立法権の樹立であった。このロックの社会契約論によれば、
政治権力の運用は法によらねばならず、最高権力者による恣意的な運はを否定されるとい
う点で、法治国家の理念を示しているといえる。 
  しかし現在が単に法治国家と呼ばれずに法化社会といわれるとき、現在の法律の及ぶ範
囲が格段に拡大していることが注目されているからであるといえる。ロックの時代におい
ては、政府の権力の、つまり法的規制の及ぶ範囲は、自由権と所有権の侵害に関係する領
域に限られていた。それに対し現代においては、例えばプライバシーや情報公開をめぐる
紛争に示されるように、従来ならば個人の自由の範囲にあるとされていた領域にまで法的
規制が入り込んでいるということができる。その理由としては、国家が構成員の保証する
権利の領域の拡大によるものであり（cf. 社会権）、また、都市化による人口の流動化と交
通手段の進歩の結果としての国際化・グローバル化を背景とする社会生活の複雑化に由来
する問題（例えばマンションにおけるペットの飼育を巡る問題、他民族共生から生まれる
問題）であり、科学技術の発展による環境問題、さらにジェンダーに関わる問題（男女雇
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用機会均等法等）、家族観の変化も加わっての少子高齢化社会に関わる問題（国民年金法）
等である。法治国家とは政治運営のシステムの法システム化と呼んでよいとすれば、現代
は人々の生活の隅々までが法システムの網の中に組み入れられた社会であるといえよう。 
 この法化社会の理解が、上記の訴訟社会的理解と異なるのは、法が単に私人間の利害の
調整の機能を果たしているのではなく、国家が法を介して私人間の関係の規制として介入
しているという点に注目しているからである。 
筆者も参加して作成した『社会が見えてくる”法”教材の開発』（千葉大学教育学部・附属
連携研究社会科部会編、明治図書２００８年３月）で紹介している、食の安全性の問題や、
飲酒運転の問題はこのような状況を端的に示しているといえよう。渡部等が紹介した私人
間への法の介入も、それが諸個人の生活の要求・権利の衝突対立に対する法の介入の必要
性（cf. ドメスティック・バイオレンス）があるからであるからに他ならない。 
 
４ 社会状況・社会問題理解の手段としての法教材 
 以上のように法化社会において、法的規制の社会生活の介入の程度の是非をめぐる議論
は別にして、社会生活を送る上で必要な知識として法律についての知識が重要であること
は明かであろう。このように考えるならば、「社会生活を送るうえで必要な知識・理解・能
力の育成」を目指す社会科において、法教材が重要な役割を果たすことになる。この場合
法教材を扱うさいに注意しなければならない留意点をいくつか確認したい。 
 
ａ いうまでもないことであるが、法教材を理解するということつまりそれを読み解くと
いうことは、単に条文を理解することだけではなく、それが制定された趣旨とその成立の
背景を理解するということであるという点である。これはその法教材をその成立時の状況
の中で理解するということであり、さらにいえば歴史的なものとして理解するということ
である。 
 
ｂ さらにすでに指摘したように、法はそれが制定するということは利害や意見の対立の
調整としての役割を持っている。そしてそのような調整が必要になるのは、それと求める
意見や要求、状況が生じているからであり、さらにいえば多くの場合、それは新たに自ら
の生活と権利の保障を求める人々の要求の登場によるということである。（cf. 食の安全を
求める消費者の要求）。 
 
ｃ 従って、新たな法（法的規制）の要求は新たな権利の要求の表現であり、それは既存
の法を支持する人々との対立とその調整の必要の登場を示している。従ってそれの問題を
理解し、対応・検討するためには、それらの要求の内容と根拠を検討し、判断を下す必要
がある。例えば夫婦別姓問題は、夫婦のあり方に関する価値観の対立の問題としてではな
く、別姓を求める人々の要求と、既存の制度を支持する人々との対立として対応すべきも
のである。臓器移植問題もそれを求める人や、臓器の提供を希望する人々の存在をふまえ
て検討されねばならないはずである。 
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ｄ また法は「危険運転致死罪」（同上『社会が見えてくる”法”教材の開発』参照）の解説
で示したように、市民生活の法的規制としての性格を持っている。それは、法が市民の諸
権利の保証・実現のためであり、しかも市民の要求・利害が多様である限り必然的な性格
である。従って法教材を理解し、それに対する判断をするためには、その規制が何を目的
としたものであり、それにより規制される人たちに対してどのような不利益を与えるのか、
それはやむを得ないものなのかといった必要とされる状況に関する事実関係と、必要性の
程度に関する具体的な検討が必要になる。そのような検討を通してこそ、さまざまな法廷
規制の動きに対して、ジャーナリズムなどのさまざまなキャンペーンに惑わされずに、冷
静に判断し対応する能力の育成が期待されるのではなかろうか。 
 
（なお本論文は、千葉大学教育学部・附属連携研究社会科部編『社会が見えてくる“法”
教材の開発』明治図書、2008 年の論稿を加筆修正したものである。） 
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